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・ ～働き方改革～

労働時間の客観的な把握について

「ビタミンＭ」はメールでの配信も可能です。「kcr@nkgr.co.jp」に＜事業所名・お名前・メール配信希望＞をご記入の上、メールをお送りください。毎月、労務に関する最新情報をお届
けいたします。

ビタミンＭの“Ｍ”とは、“Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ”を指し、“お客様の経営に効く”
“お客様に活力を与える”存在でありたいとの願いが込められています～働き方改革～

60歳以上の継続雇用者の社会保険について

ビタミンMの内容に関しては、分かりやすく簡潔に表現することを心掛けておりますので、情報のすべてを正確に表すことができない場合があります。このような場合において、内容
が不正確であったこと及び誤植があったことによる生じたいかなる損害に対しても、当事務所は一切の責任を負いません。
また、ビタミンMの内容は、作成日現在において有効な情報です。制度や法律は変更されますので、ご利用日時点での内容を官公庁等にご確認ください。

はい、社会保険の「被保険者資格喪失
届」及び「被保険者資格取得届」を同時に
提出することで、再雇用された月から、再雇
用後の給与に応じた標準報酬月額に決定
することができます。

通常の月額変更届では変動月から3ヶ月
間の報酬をみて判断するため、変動から
4ヵ月後の標準報酬月額改定と

なりますので、この制度を利用し

て、すぐに改定してあげましょう。

はい、退職から1日も空くことなく同じ会社
に再雇用される必要があります。

また、事業所の定年制の定めの有無によ
る相違はなく、60歳以後に退職した後、継
続して再雇用された場合であれば対象とな
ります。

この取扱いについては、正社員に限定さ
れるものではなく、パートタイマーや

アルバイトでも厚生年金保険等

の被保険者になっている方は

対象となります。

添付書類として「就業規則や退職辞令の
写し等の退職したことがわかる書類及び継
続して再雇用されたことがわかる雇用契約
書」または「事業主の証明」が必要になりま
す。「事業主の証明」は、退職日・再雇用日
が記載されているもので、事業主印が押印
されているものが必要です。

また、喪失届に健康保険被保険者証

を添付します。保険証が変わりますの

で、退職日以降は旧保険証は使用し

ないようご注意ください。
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対象者の要件はありますか？

来月定年を迎える従業員がいます。
引き続き健康保険・厚生年金に加入す
る働き方で再雇用する予定ですが、社
会保険に関して何か手続は必要でしょ
うか？

働き方改革の一環として、労働安全衛生規則の一部改正により、労働時間の状況を客観的に把握するよう、義務づけら
れます。

なるほど、わかりました。

そろそろ準備をしておきたいと思います
が、必要な添付書類等はありますか？

■割増賃金を適正に支払うため、労働時間を客観的に把握することを通達で規定
【対象労働者】 裁量労働制の適用者・管理監督者 以外の者

■健康管理の観点から、労働時間の状況が客観的な方法その他適切な方法で把握されるよう法律で義務づけ
【対象労働者】 すべての人（裁量労働制の適用者・管理監督者も含む）

（現在）

（改正後）

労働時間の状況を客観的に把握することで、長時間働いた労働者に対する、医師による面接指導（※）を確実に実施。
※「労働安全衛生法」に基づき、残業が一定時間を超えた労働者から申出があった場合、使用者は医師による面接指導を実施する義務あり

客観的な把握とは？
労働時間の状況は、省令で定める方法により把握することになります。具体的には以下の通り。

■タイムカードによる記録 ■パーソナルコンピュータ等の電子計算機の使用時間の記録

また、2017年1月20日に策定された「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」
では、上記の他にも原則的な方法として、以下も示しています。

■ICカードによる記録 ■使用者が自ら現認することにより確認し、適正に記録

労働時間の客観的な把握について

■2019年4月1日施行
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・ 60歳以上の継続雇用者の社会保険について


